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序     文 
 

 タイ王国は、工業化社会の構築に向けて産業構造を変革中で、高度な知識を有する技術者・研

究者の育成が急務となっている。なかでも、先端技術の研究開発、とりわけ情報通信技術の発展

に伴う人材の需要は高い。このためタイ王国政府は、工学系総合大学として、高い地位を確立し

ているモンクット王ラカバン工科大学（KMITL）内に、大学の共同利用施設として情報通信技術

研究センター（ReCCIT）を設立して、大学院教育の充実と先端技術分野における国際的研究開発

水準の達成をめざすこととし、通信システム、情報技術、信号処理、半導体回路、制御の各分野

に係る技術協力を我が国に要請してきた。 

 これを受けて国際協力事業団は、平成９年10月１日から５年間にわたる「タイ・モンクット王

ラカバン工科大学情報通信技術研究センタープロジェクト」を開始した。 

 今般、協力期間の終了を約５か月後に控え、当事業団は平成14年５月19日から同25日まで、当

事業団社会開発協力部計画課課長 中川 寛章を団長とする終了時評価調査団を現地に派遣し、

タイ王国側と合同でプロジェクト活動を総合的に評価するとともに、今後のセンター運営のあり

方等について協議した。その結果、プロジェクトは討議議事録（Ｒ／Ｄ）に記載された目標を協力

期間内に達成できる見通しで、当初予定のとおり、平成14年９月30日をもって協力を終了するこ

とが妥当であると判断された。 

 本報告書は、同調査団の調査・評価結果を取りまとめたものであり、今後の同種のプロジェク

トに広く活用されることを願うものである。 

 ここに、本調査にご協力頂いた外務省、総務省、東海大学、東京工業大学、在タイ王国日本大

使館など、内外関係各機関の方々に深く謝意を表するとともに、引き続き一層のご支援をお願い

する次第である。 

 

   平成14年６月 

 

国際協力事業団 
理事 泉 堅二郎 







評価調査結果要約表 
 

Ⅰ．案件の概要 

国名：タイ 案件名：モンクット王ラカバン工科大学 
    情報通信技術研究センタープロジェクト 

分野：教育（高等教育） 援助形態：プロジェクト方式技術協力 

所轄部署：社会開発協力部社会開発協力 
第一課 

協力金額（評価時点）： 

先方関係機関：KMITL、大学省、首相府技術経済協力
局(DTEC） 

日本側協力機関：総務省､文部科学省､東海大､東工大 

協力期間 (R／D):1997.10.１-2002.９.30 
(延長): 
(F／U): 
(E／N)（無償） 

他の関連協力： 

１．協力の背景と概要 
タイは、工業化社会の構築に向けて産業構造を変革中であり、高度な知識を有する技術者・研

究者の育成が急務となっている。近年、タイの経済発展の続くなかで、産業界の技術の高度化に
対応した人づくり及び先端的な技術の研究開発が求められ、なかでも情報通信の発展に伴う人材
の需要は高い。モンクット王ラカバン工科大学(KMITL）は、大学の共同利用施設として、情報通
信技術研究センター（ReCCIT）を学内に設立し、大学院教育の充実（教官養成の自立）及び先
端技術分野における国際的研究開発水準の達成をめざすことを計画し、通信システム、情報技術、
信号処理、半導体回路、制御分野について、我が国に技術協力を要請してきたものである。本要
請を受けて、1997年10月１日より「タイ・モンクット王ラカバン工科大学情報通信技術研究セン
タープロジェクト」が開始された。 

 
２．協力内容 
(1) 上位目標 

情報通信技術及び関連分野において、KMITLのReCCIT及び関連研究室が国際水準に到達す
る。 

(2) プロジェクト目標 
 1) ReCCIT及び関連研究室の当該分野における研究能力が国際レベルに高められる。 
 2) ReCCIT及び関連研究室の当該分野における大学院生のための研究プログラムが国際レベ
ルに高められる。 

(3) 成 果 
 1) 適切な研究マネージメント・システムの下、ReCCIT及び関連研究室において、当該分野の
より高度な研究が実施される。 

 2) ReCCIT及び関連研究室において、更新された資機材が活用される。 
 3) ReCCIT及び関連研究室において、改訂された当該分野の大学院生研究プログラムが実施
される。 

 4) ReCCITと他の国内外機関との研究協力が拡大する。 
 5) ReCCITの管理システムが確立される。 
 6) ReCCITの財源が確保される。 

(4) 投入（評価時点） 
日本側： 

   長期専門家派遣 ９名 機材供与 ６億4,800万円 
   短期専門家派遣 119名 ローカルコスト負担 1,595万5,000バーツ 
   研修員受入れ 40名 

相手国側： 
カウンターパート配置 89名 ローカルコスト負担 6,154万7,000バーツ 
土地・施設提供 



Ⅱ．評価調査団の概要 

調査者 （担当分野：氏名  職位） 
団長／総括 中川 寛章 国際協力事業団社会開発協力部計画課課長 
情報通信技術 宮本  正 総務省情報通信政策局技術政策課技術企画調整官 
回路･信号処理・ 若林 敏雄 東海大学大学院工学研究科電気工学専攻主任教授 
ネットワーク 
情報技術･その他 荒木 純道 東京工業大学大学院理工学研究科電気電子工学専攻教授 
プロジェクト評価 畔上 尚也 アイ・シー・ネット株式会社コンサルタント 
評価企画 三津間由佳 国際協力事業団社会開発協力部社会開発協力第一課 

調査期間 2002年５月19日～25日 
(プロジェクト評価団員は５月12日～25日) 

評価種類：終了時評価 

Ⅲ．評価結果の概要 

１．評価結果の要約 
(1) 妥当性 

上位目標、プロジェクト目標は、タイ政府の政策(例：IT2010フレームワーク)、情報通信技
術産業の需要(例：通信サービスの急速な拡大)、KMITL戦略との関連において、今でも妥当で
ある。 

(2) 有効性 
プロジェクトは、研究能力及び大学院研究プログラムの国際レベルへの向上に著しく貢献し

ている。この達成は、国際学会誌論文掲載、国際学会発表、博士・修士学位取得の増加によっ
て明確に示されている。さらに、ReCCITの准教授が既に１人教授に昇格しており、更に現在准
教授１人が教授昇格への申請中である。 

(3) 効率性 
日本人長期専門家は、当初の計画(５名)どおり派遣できなかったが、短期専門家が当初の計

画より増やされ、長期専門家の役割を補完した。各研究室には、日本人教授が割り当てられ、
定期的に短期専門家として派遣されるとともに、タイ側カウンターパートを研修に受け入れ
た。このような措置は、研究指導の一貫性を保つために有効であった。ただし、研究以外の業
務量が多いカウンターパートのなかには、研究に十分時間を割けないという意見も聞かれた。
機材の多くが、事前の計画に基づき、プロジェクトの最初の３年以内に調達されたが、予定ど
おり機材を使用できないケースもあった。 

(4) インパクト 
これまでの主要なインパクトは、研究能力の強化と大学院研究プログラムの向上である。加

えて、研究室教員やReCCITで研究した卒業生が、他の大学学部でカリキュラムやシラバスの作
成に寄与した例もある。研究能力の強化によって、このような貢献が可能になったといえる。
また、成果の１つである他機関との協力拡大は、プロジェクトの波及効果とみることもでき、
先進的な研究実施へ正の効果が期待される。 

(5) 自立発展性 
教員、研究室によって達成度の差はあるが、プロジェクトを通じて、研究室教員は高度な研

究を実施する能力を獲得している。ReCCITは、日常業務や国際シンポジウムのようなイベント
開催を管理する能力を備えているが、今後予定されているKMITLの独立法人化が組織、財務両
面に重大な影響を与える可能性がある。現行予算は維持される見込みであるが、ReCCIT及び関
連研究室の組織・財務面への影響は今のところはっきりせず、今後も見守る必要がある。 

 
２．効果発現に貢献した要因 
(1) 計画内容に関すること 

各研究室の研究テーマ、担当日本人教授、調達機材の多くを、事前の調査でカウンターパー
トとの議論により、決定していた。 

(2) 実施プロセスに関すること 
各研究室を担当する日本人教授が、短期専門家として定期的に派遣される一方、カウンター

パートを研修で受け入れ、一貫した研究指導が可能となった。 



３．問題点及び問題を惹起した要因 
(1) 計画内容に関すること 

プロジェクトの進捗につれ、計画上の活動と実際の活動に若干の乖離がみられた。 
(2) 実施プロセスに関すること 

講義、学部学生指導といったReCCIT及び関連研究室以外の業務が多く、研究、大学院生研究
指導に十分な時間を割けない教員もいた。 

 
４．結 論 

学会誌論文掲載、学会発表、学位取得の増加から明らかなように、全体として、プロジェクト
は、プロジェクト目標を達成している。また、ReCCITは、外部とのネットワークも拡大しつつあ
り、研究能力向上に好ましい影響を与えると思われる。 
 

５．提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 
(1) インセンティブ制度導入可能性の検討 

ReCCITは、学会誌論文発表、学会発表といった成果に対するインセンティブ制度導入の可能
性を検討する必要がある。この提言は、同制度が高度な研究実施へのモチベーションを高める
ために有効であり、独立法人化の政策が認識する方向性とも合致すると考えられる。 

(2) 先端研究促進への環境づくり 
インセンティブ制度とともに、ReCCITは、研究室と他の業務の時間配分をバランスさせるこ

とによって、研究室教員が自分自身の研究や研究室学生の指導にもっと時間を充てられる環境
を創出することを検討すべきである。そのためには、工学部や情報技術学部との徹底的な議
論・調整と、財源等の要素を検討することが必要なことは確かである。 

(3) 工業所有権管理システムの確立 
中間評価で提言しているように、ReCCITは、プロジェクト実施中に認可される可能性のある

工業所有権の適切な管理システムをつくる必要がある。 
(4) ReCCITの組織的基礎の強化 

KMITLと密接に協議し、かつ独立法人化の政策の下、ReCCITは、その組織的基礎を強化し、
情報通信技術の分野で引き続き高度な研究を続けられるように、あらゆる努力をする必要があ
る。 

(5) 他機関とのネットワーク強化 
知識・技術の向上やリソースへのアクセス向上の面で、相互補完的もしくは相乗効果が見込

める場合は、研究室は他機関とのネットワークを更に強化するよう努力すべきである。 
 
６．教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、運営管

理に参考となる事柄） 
プロジェクトは、日本人長期専門家のリクルートや機材調達の実現可能性を念入りに評価すべ

きであった。現実には、長期専門家リクルートや機材調達に困難もあり、プロジェクトへの貢献
に影響を与えた。より綿密な事前評価によって、このようなリスクを減らすことができると考え
られる。さらに、プロジェクト・デザイン・マトリックス(PDM）は定期的に見直し、計画上の活
動と実際の活動の乖離をなくすようにすべきである。 
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第１章 終了時評価調査団の派遣 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

タイ王国（以下、「タイ」と記す）は、工業化社会の構築に向けて産業構造を変革中で、高度な

知識を有する技術者・研究者の育成が急務となった。1980年代後半からの順調な経済発展が続く

なかで、産業技術の高度化に対応した人づくり及び先端技術の研究開発が求められ、なかでも情

報通信の発展に伴う人材の需要は高かった。このため、タイ政府はモンクット王ラカバン工科大

学（KMITL）内に、大学の共同利用施設として、情報通信技術センター(ReCCIT)を設立し、大学

院の教育・研究充実（教官養成の自立）及び先端技術分野における国際的研究開発水準の向上を

めざすことを計画し、通信システム、情報技術、信号処理、半導体回路、制御、電気機械の各分

野について、我が国にプロジェクト方式技術協力を要請してきた。 

これを受けて国際協力事業団（JICA）は、1996年11月に事前調査、翌1997年３月に長期調査を

実施し、1997年７月にはKMITLとの間に討議議事録（Record of Discussions：Ｒ／Ｄ）の署名を取

り交わし、1997年10月１日から５年間にわたる「タイ・モンクット王ラカバン工科大学情報通信

技術研究センタープロジェクト」を開始した。 

協力開始後、2000年１月には運営指導調査団による中間評価が実施された結果、有効性、効率

性、計画の妥当性、自立発展性の見通しのいずれの面からみても、プロジェクト全般に問題はな

いことが確認されるとともに、①研究活動の成果である工業所有権の管理体制について議論を進

めるべきこと、②修士・博士ともに決められた修業年数で学位取得ができるよう、更に努力すべ

きであることがタイ側に提言された。 

 今般は、協力期間の終了を2002年９月末に控えて、プロジェクトの最終評価を行うとともに、

プロジェクト終了後のReCCITの自立発展のための提言を行うことを目的に終了時評価調査団を

派遣した。同調査団は、プロジェクト・サイクル・マネージメント（PCM）手法に基づいて、プ

ロジェクトの計画達成度を把握するとともに、評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパク

ト、自立発展性）の観点から総合的な評価を行った。また、協力期間終了までのプロジェクト活

動、今後のReCCIT運営のあり方等について、タイ側関係機関との協議を実施した。 



－2－

１－２ 調査団の構成 

担当分野 氏 名 所  属 

団長／総括 中川 寛章 国際協力事業団社会開発協力部計画課課長 

情報通信技術 宮本  正 総務省情報通信政策局技術政策課技術企画調整官 

回路・信号処理・
ネットワーク 若林 敏雄 東海大学大学院工学研究科電気工学専攻 

主任教授 

情報技術・その他 荒木 純道 東京工業大学大学院理工学研究科電気電子工学専攻 
教授 

プロジェクト評価 畔上 尚也 アイ・シー・ネット株式会社コンサルタント 

評価企画 三津間由佳 国際協力事業団社会開発協力部社会開発協力第一課 

 

１－３ 調査日程 

日順 月 日 曜  移動及び業務 

１ 
 
５月19日 

 
日 
 

 成田発→バンコク着 
団内打合せ 

午前 JICAタイ事務所・日本大使館打合せ 
プロジェクト専門家チーム・カウンターパートと打合せ 
制御メカトロニクス研究室聞き取り調査 

２ ５月20日 月 

午後 移動通信／衛星通信／信号伝送システム／電磁環境研究室聞き取
り調査 
Telecommunications Association of Thailand（TAT）､ 
Mahanakorn University of Technology(MUT)聞き取り調査 
荒木団員バンコク着 

午前 無線通信／マイクロエレクトロニクス研究室聞き取り調査 
情報通信関連機関聞き取り調査 

３ ５月21日 火 

午後 電気機械技術／通信回路設計／混合信号処理研究室聞き取り調査 
情報通信関連機関聞き取り調査 

午前 生体信号・画像処理／マルチメディア・バーチャル研究室聞き取
り調査 
KMITL学長表敬 

４ ５月22日 水 

午後 通信ネットワーク／情報科学研究室聞き取り調査 
DTEC、Chulalongkorn University聞き取り調査 

５ ５月23日 木 終日 ミニッツ案協議、資料準備 

午前 合同調整委員会 ６ ５月24日 金 

午後 ミニッツ署名・交換、JICAタイ事務所・日本大使館報告 

７ ５月25日 土  バンコク発→成田着 

注）畔上プロジェクト評価団員（コンサルタント）は５月12日発で先行し、専門家チーム、カウンターパー

トと打合せのほか、ReCCIT管理部門並びに関係14研究室の聞き取り、モンクット王トンブリ技術大学

等の調査にあたり、５月19日以降、本隊と合流した。 
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１－４ 主要面談者 

(1) タイ側 

 1) モンクット王ラカバン工科大学(KMITL） 

Assoc. Prof. Prakit Tangtisanon President 

Assoc. Prof. Dr. Manas Sangworasilp Vice President for Research Affairs 

Asst. Prof. Dr. Sucheep Suksupat Vice President for International Affairs 

Assoc. Prof. Dr. Tawil Puangma Dean, Faculty of Engineering 

Assoc. Prof. Dr. Wichian Premchaiswadi Dean, Faculty of Information Technology 

Assoc. Prof. Dr. Boonwat Attachoo Dean, School of Graduate Studies 

Assoc. Prof. Dr. Supamit Jhittayasothorn Director, Computer Research and Service Center 

Dr. Wattanachai Pongnak Director, Central Library 

Assoc. Prof. Dr. Monai Krairiksh Director, ReCCIT 

Assoc. Prof. Dr. Somsak Choomchuay  Associate Director for Administrative Affairs, 

ReCCIT 

Assoc. Prof. Dr. Surapun Airphaiboon Associate Director for Academic Affairs, ReCCIT 

   2) 首相府技術経済協力局(DTEC） 

Mr. Banchong Amorncheewin Chief, Japan-Sub Division 

Ms.Hataichanok Siriwadhanakul Program Officer, ditto 

   3) King Mongkut’ｓ University of Technology Thonburi(KMUTT） 

Assoc.Prof.Dr.Kosin Chamnongthai.D.E.E Computer Vision Lab., Department of Electronic 

and Telecommunication Engineering, Faculty of 

Engineering 

   4) Chulalongkorn University 

Prof.Dr.Somsak Panyakeow Dean of Faculty of Engineering 

   5) Mahanakorn University. of Technology（MUT） 

Asst.Prof.Dr.Jitkasame Ngarmnil Dean of Faculty of Engineering 

   6) Telecommunications Association of Thailand（TAT） 

Kosol Petchsuwan Ph.D. President 

 

(2) 日本側 

 1) 在タイ日本大使館 

石川 和秀 公使 

豊田 康光 一等書記官 
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 2) JICAタイ事務所 

森本  勝 所長 

木全洋一郎 所員 

 3) プロジェクトチーム 

仲川 史彦  チーフアドバイザー 

岩舘  裕  業務調整員 

森屋 俶昌  専門家（通信システム） 

 

１－５ 終了時評価の方法 

(1) 評価手法 

評価にあたってはPCM手法を用いた。すなわち、評価は、まずプロジェクトの計画達成度

を把握したうえで、妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性という５項目の評価

基準を用い、プロジェクトの計画と結果を比較して行われた。この手法では、プロジェクト

の計画は、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）にまとめられている。オリジナ

ルのPDM（PDM0）、書類、報告書を見直し、評価用PDM（PDME）を作成した。 

プロジェクトの計画と結果を比較するため、評価グリッドを作成した。上記の各評価基準

に対して、評価・調査項目を設定し、データ収集方法を決定した。さらに、PDMの指標に関

係する情報は、終了時評価調査団が到着する前にできるだけ収集するよう努力された。調査

団によるプロジェクト関係者へのインタビュー結果も､評価に利用されている。報告書は､こ

のような過程を通じて得られたデータと評価５項目の視点による評価に基づいて作成された。

 

(2) 評価基準 

調査団は、プロジェクトの活動と達成を検討し、以下の５項目の基準に基づきプロジェク

トを評価した。 

 1) 妥当性 

プロジェクト目標及び上位目標がタイ側・日本側の政策、タイ側のニーズに合致してい

るかどうかを評価する。 

 2) 有効性 

プロジェクト目標がどの程度達成されたか、各成果がプロジェクト目標達成にどれほど

貢献したかを測定する。 

 3) 効率性 

全体の資源投入に対するプロジェクト成果（結果）の達成レベルを測定する。いいかえ

れば、どれほど投入が経済的に成果に変換されたかということである。 
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 4) インパクト 

予期されたもしくは予期されなかったプロジェクトの結果として、直接、間接的に生み

出された正・負の変化を評価する。 

 5) 自立発展性 

プロジェクトによって達成された正の効果が、プロジェクト終了後どの程度持続するか

評価する。 

 

(3) 評価のための情報 

過去の実績を評価するため、以下の情報を参考にした。 

 1) Ｒ／Ｄ、活動計画 (Ｐ／Ｏ)、 ミニッツ(Ｍ／Ｍ)、四半期モニタリング報告書、プロジェ

クト実施中に作成された報告書 

 2) PDM 

 3) プロジェクトへの投入、プロジェクトの成果に関するデータ 

 4) 質問票回答、インタビュー結果 

 5) 直接観察 
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第２章 プロジェクトの当初計画 
 

２－１ プロジェクトの成立と経緯 

1960年にノンタブリ電気通信訓練センター（のちにKMITLに発展）設立のための技術協力協定

が調印されて以降、日本政府はKMITLに対して、３回にわたるプロジェクト方式技術協力及び２

回の無償資金協力を実施してきた。これら長年の協力を通じて、KMITLはタイにおける有数の工

科大学として発展するとともに、有用な技術者を輩出してきた。1990年代に入り、タイは順調な

経済発展と産業の高度化に伴って、とりわけ情報通信分野での研究開発を担う人材の必要性に迫

られていた。 

1996年、KMITLは学部教育におけるこれまでの成果を踏まえ、大学院での教育と研究能力の強

化、充実を目的としてReCCITの設立を計画し、我が国に対してプロジェクト方式技術協力を要請

してきた。これを受けて、JICAは表２－１に示す一連の調査を実施したうえで、1997年10月１日

から５年間にわたる「タイ・モンクット王ラカバン工科大学情報通信技術研究センタープロジェ

クト」を開始した。 

 

表２－１ プロジェクト形成の経緯 

1996年 プロジェクト方式技術協力に係る要請書受理 
1996年11月 事前調査団派遣 
1997年３月 長期調査団派遣 
1997年７月 実施協議調査団派遣、プロジェクト方式技術協力Ｒ／Ｄ締結 
2000年１月 運営指導(中間評価)調査団派遣 
2002年５月 終了時評価調査団派遣 

 

２－２ プロジェクト目標・投入計画・活動計画 

標記の各事項を取りまとめたPDM0及びPDM1は付属資料２及び付属資料３のとおりである。 

 

２－３ PDMの変遷 

プロジェクト活動は、PDMとＰ／Ｏに基づいて実施されてきた。PDM0は、2000年１月に派遣さ

れた中間評価調査団とタイ側カウンターパートによって見直され、PDM1として改訂された。さら

に、今回の終了時評価にあたって、PDMEが作成された（付属資料１.ミニッツのANNEX１を参照）。

それぞれの主な変更点は以下のとおりである。 

 

(1) PDM0からPDM1への変更 

 1) 成 果 

「７.ReCCITの財源が確保される」が、成果の１つとして追加されている。 
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 2) 成果の指標 

「工業所有権、特に特許の登録数」が、成果の指標として追加されている。 

 3) 活 動 

「７－１ タイ産業界のニーズを満たす研究を促進することなどにより、ReCCITの財政

基盤を更に強化する」を新たに加えている。 

 

(2) PDM1からPDMEへの変更 

 1) 上位目標 

KMITLの学問レベルに対するReCCITの寄与を評価するため、「工学部全体に占める

ReCCIT及び関連研究室の学位取得数の割合が増加する」を、上位目標の指標として追加した。 

 2) プロジェクト目標 

「国際学会における発表が増加する」が、プロジェクト目標の指標として追加された。 

「博士学位取得数」が、「博士・修士学位取得数が増加する」に変更された。この変更は、

修士取得数もReCCITの国際レベルへの向上に貢献する要素と考えられるためである。 

信頼できる情報の収集が困難なため、「外部機関による評価・評判」は、指標から削除さ

れた。 

 3) 成 果 

PDM1の成果１と成果２は１つの成果としてまとめられた。これは、前者が研究そのもの、

後者は研究マネジメントに焦点をあてており、１つのものを別々の視点からみていると考

えられるからである。 

「国際・国内学会誌への論文発表数が増加する」と「国際・国内学会における発表が増

加する」が、成果１の達成度を測る指標として追加された。 

「更新された資機材の数と使用頻度」は、指標から削除された。これは、資機材の数で

達成度を測ることはできず、使用頻度は評価が困難という理由からである。その代わり、

「更新された資機材が、研究活動に適切に使われる」と「確立された維持管理システムに

よって、資機材が良好な状態で維持される」が追加され、いずれも質問票回答、インタビ

ュー結果から評価された。 

評価の意図を明確にするため、「研究室内のセミナー数」が「高度な研究のためのセミナ

ーが、研究室で定期的に開かれる」に変更された。 

「新しく設定された研究課題」は、成果というよりも活動に関係するため、削除された。 

「管理委員会が定期的に開催される」が、成果５の達成度を評価するため追加された。 

「外部機関からの研究助成の件数・金額が増加する」が、成果６の外部資金の研究活動

への寄与を評価するために追加されている。 
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第３章 評価結果 
 

３－１ 研究室別計画達成度 

本プロジェクトの協力対象研究室は14に上る。終了時評価調査では、各研究室ごとに聞き取り

調査を実施し、その結果を付属資料６にまとめた。 

 

３－２ PDMEに基づく計画達成度 

PDMEに記載された上位目標、プロジェクト目標、成果の各指標について、それぞれの達成度を

調査したところ、成果及びプロジェクト目標の各指標は、終了時評価の時点で、おおむね達成し

ていることを確認した（表３－１参照）。 

 

表３－１ PDMEに基づく計画達成度 
 
プロジェクトの要約 指 標 結  果 

上位目標 
情報通信技術及び関連
分野において、KMITL

のReCCIT及び関連研
究室は、国際水準に到
達する。 

1.工学部全体に占め
るReCCIT・関連研
究室の学位取得の
割合が増加する。 

1.工学部全体に占めるReCCIT及び関連研究室の学位
取得の割合 

博士号 1998 1999 2000 2001 
工学部 0 0 0 4 
ReCCIT 0 0 0 4 
(全体に占める割合) - - - 100％ 
 

修士号 1998 1999 2000 2001 
工学部 61 76 99 * 
ReCCIT 12 23 37 43 
(全体に占める割合) 19.7％ 30.3％ 37.4％ - 
  

プロジェクト目標 
1.ReCCIT及び関連研
究室の当該分野にお
ける研究能力が、国
際レベルに高められる。 

2.ReCCIT及び関連研
究室の当該分野にお
ける大学院生のため
の研究プログラムが
国際レベルに高めら
れる。 

1.国際学会誌への論
文発表数が増加す
る。 

2.国際学会における
発表が増加する。 

3.博士・修士学位取得
数が増加する。 

4.正教授が増加する。 

1､2､3. 
年度 国際会議 国際学会誌 博士号 修士号 
1998 50 6 0 12 
1999 99 8 0 23 
2000 145 3 0 37 
2001 125 7 4 43 
合計 

(1998-2001) 419 24 4 115 

注）上記に加え、東海大から博士号を取得した学生が１名
いる。 

 
4.正教授数：２（うち１人は現在申請中である） 

成果 
1.適切な研究マネージ
メントシステムの
下、ReCCIT及び関連
研究室において、当
該分野のより高度な
研究が実施される。 

 
 
 
 

1.国際・国内学会誌へ
の論文発表数が増
加する。 

2.国際・国内学会にお
ける発表が増加す
る。 

3.工業所有権、特に特
許登録数が増加す
る。 

 
 

1､2.学会誌論文掲載数、学会発表数 
学会 学会誌 年度 

国際 国内 国際 国内 
(1997) (33) (17) (1) (24) 
1998 50 29 6 14 
1999 99 29 8 38 
2000 145 30 3 36 
2001 125 47 7 42 
Total 

(1998-2001) 419 135 24 130 

 
3.工業所有権：現在１件申請中である。 
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2.ReCCIT及び関連研
究室において更新さ
れた資機材が利用可
能である。 

 
 
 
 
3.ReCCIT及び関連研
究室において、改訂
された当該分野の大
学院生研究プログラ
ムが実施される。 

 
 
 
 
 
 
 
4.ReCCITと他の国内
外機関との研究協力
が拡大する。 

 
 
 
 
 
 
 
5.ReCCITの管理シス
テムが確立される。 

 
6.ReCCITの財源が確
保される。 

1.更新された資機材
が、研究活動に適切
に使われる。 

2.確立された維持管
理システムによっ
て、資機材が良好な
状態で維持される。 

 
1.改訂された研究プ
ログラムの数が増
加する。 

2.改訂された研究プ
ログラムへの応募
者と学生数が増加
する。 

3.高度な研究のため
のセミナーが、研究
室で定期的に開か
れる。 

 
1.他機関との共同研
究が増加する。 

2.ReCCITがかかわる
国際セミナー、シン
ポジウム、会議が増
加する｡ 

3.当該分野の企業委
託研究数・額が増加
する。 

 
1.管理委員会が定期
的に開催される。 

 
1.外部機関からの研
究助成の件数・金額
が増加する。 

1.資機材の利用 
評価グリッド「2.有効性」の成果２を参照。 
 

2.資機材の維持管理 
評価グリッド「2.有効性」の成果２を参照。 
 
 
 

1.改訂された研究プログラム 
 評価グリッド「2.有効性」の成果３を参照。 
 
2.ReCCIT研究室に所属する学生数（2001） 
 修士課程 博士課程 
大学院 3,538 97 
ReCCIT 377 60 
(全体に占める割合) (10.7％) (61.9％) 
 
3.セミナー 
評価グリッド「2.有効性」の成果３を参照。 

 
1.共同研究 
 評価グリッド「2.有効性」の成果４を参照。 
 
2.国際セミナー、シンポジウム、会議 
 評価グリッド「2.有効性」の成果４を参照。 
 
3.産業界からの委託研究 
 評価グリッド「2.有効性」の成果４を参照。 
 
 
1.委員会活動 
 評価グリッド「2.有効性」の成果５を参照。 
 
1.外部機関からの研究助成金 
 評価グリッド「2.有効性」の成果５を参照。 
 

 

３－３ ５項目評価による評価結果 

３－３－１ 妥当性 

上位目標、プロジェクト目標、成果は、タイ政府の政策、産業界のニーズ、KMITLのニーズ

に適合している。 

国家情報技術委員会（National Information Technology Committee）作成の「IT2010フレーム

ワーク」に詳述されているように、タイ政府は、情報技術の発展にコミットしている。政府、

商業、産業、教育、社会の５分野で情報技術を発展させ、利用しようとするイニシアティブが

計画されている。同フレームワークに基づく行動計画も既に策定されている。 

プロジェクトの目標は、拡大する情報通信技術市場ニーズとも合致している。プロジェクト

により、先進的な研究を実施し、有能な卒業生を生み出すことによって、産業界の技術、人材
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へのニーズを満たすことができる。例えば、通信サービス市場は、通信インフラを拡大するプ

ロジェクトの実施とともに拡大している。そのなかには、農村部の長距離電話線や海底光ファ

イバーケーブルの設置、600万の固定電話線の追加が含まれている。さらに、携帯電話市場も急

速に拡大している。携帯電話インフラへの投資は、1999年の5,000万ドルから、2000年の４億ド

ルへ増加している。 

プロジェクトは、KMITLのニーズを満たしてもいる。つまり、タイの産業発展に係るニーズ

を踏まえて、KMITLは、情報通信分野の先進的な研究を実施し、かつ大学院レベルの研究プロ

グラムを確立することによって、有能な技術者・研究者を輩出し、産業界と社会に貢献する戦

略をもっている。 

このように、上位目標、プロジェクト目標は、タイ政府の政策、情報通信技術産業の需要、

KMITL戦略との関連において、今でも妥当である。 

 

３－３－２ 有効性 

(1) プロジェクト目標 

プロジェクトは、研究能力及び大学院研究プログラムの国際レベルへの向上に著しく貢

献している。この達成は、国際学会誌論文掲載、国際学会発表（評価グリッド「2.有効性」

の成果１を参照）、博士・修士学位取得の増加によって明確に示されている（評価グリッ

ド「2.有効性」の２.３を参照）。さらに、ReCCITの准教授が既に１名正教授に昇格してお

り、更に現在准教授１名が正教授昇格への申請中である。 

 

(2) 成果１ 

プロジェクト実施前と比べて、より多くの高度な研究が実施されている。学会誌の論文、

学会での発表は、プロジェクト実施中に着実に増加している（評価グリッド「2.有効性」

の成果１を参照）。特に、国際学会での発表は、プロジェクトからの航空運賃、登録手数

料に対する予算支援もあり、劇的な増加を達成している。一方、教員へのインタビューか

ら、教員によっては、講義、管理業務その他の仕事量が多いため、研究にあまり時間が割

けず、現状の時間配分に不満を感じていることが明らかになった（付属資料７.アンケー

ト集計結果３を参照）。 

ReCCITの管理システムは全体として、良好に機能している。合同調整委員会（Joint 

Coordination Committee）、センター運営理事会（Board of Directors）、センター運営委員会

（Committee of the Center）は定期的に開かれ、プロジェクトの進捗が参加者に報告され、

関連する議題が議論されている。またReCCITは、年次報告書と技術報告書を毎年発行して

おり、ニュースレターについては10号まで発行し、関係者に情報を伝えている（ただし、
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ニュースレターはこの１年発行されていない）。プロジェクト活動の１つである研究成果

評価には、まだ改善の余地があるようである。適切な報奨を組み合わせた評価システムの

導入により、教員のモチベーションを向上させ､より多くの研究成果を生み出せると考え

られる。 

 

(3) 成果２ 

事前調査で研究室リーダーとの議論に基づき、詳細な機材調達計画を準備し、現地調達

を利用することによって、機材の多くはプロジェクトの最初の３年間に調達された。一方、

調達・設置に当初計画より時間を要したケースもみられた。 

比較的迅速な機材の調達・設置は、学会参加支援予算とも相まって、プロジェクトの初

期からの国際学会発表の増加に貢献した。しかし、研究室によって機材の利用の程度に差

があることにも注意すべきである。 

ReCCITとしては、研究室に設置された機材を維持管理する予算はない。その代わりに、

各研究室は、KMITLから割り当てられた予算を自己裁量で充当できる。また研究室は､機材

の維持・修理費用をKMITLに申請できるが､承認を得るまでに時間を要することもある｡予

算額が限られているため、高価な機材、ソフトウェアの更新に困難を抱える研究室もある。 

 

(4) 成果３ 

プロジェクト期間中の学位取得（評価グリッド「2.有効性」の２.３を参照）、学会誌論

文掲載、学会発表の増加（評価グリッド「2.有効性」の成果１を参照）にみられるように、

大学院生の研究能力は着実に向上している。大学院生に対する研究指導のうち、タイに専

門家がいない分野の研究に従事する学生に対しては、特に日本人専門家が貢献している。

カウンターパート教員も、セミナーや学生の個別研究指導を行っているが、講義、管理業

務等の仕事量が少なければ、学生の研究指導により時間を割けるという教員もいる。 

研究室の多くは、定期的にセミナーを開き、学生の知識を高め、研究論文の進捗を監督

している。ただし、開催の頻度は研究室ごとに異なっている。部門セミナーがときどき開

かれ、指名された学生が、知識を広め、共有できるように発表を行っているが、開催頻度

は部門によって異なる。 

学位取得の増加という目覚しい達成はあるものの、学位取得に要する年数は、フルタイ

ム修士学生が3.14年、パートタイム修士学生が5.93年である（評価グリッド「2.有効性」

の成果３を参照）。どのような要因が影響を与えているのかははっきりしないが、年数短

縮に向けて改善の余地はあると思われる。1986年に大学院博士課程が設置されてから６人

の学生が博士号を取得したにすぎないが、ReCCITからは、これまでのプロジェクト期間中
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に４人の博士取得者を生み出しており、顕著な達成といえる（評価グリッド「2.有効性」

の２.３を参照）。取得所要年数は、フルタイム学生が４年、パートタイム学生が６年であ

る。 

 

(5) 成果４ 

研究室によっては、国内外機関との研究協力を拡大、強化している。一方、数はまだ少

ないが、企業からの委託研究を実施しているところもある。 

さらに、ReCCITは、毎年国際会議の事務局として、1999年のISPACS（IEEE International 

Symposium on Intelligent Signal Processing and Communication Systems）、2000年のTACIT

（Symposium on Theory and Applications of Communications and Information Technology）、

APSBC（Asia-Pacific Symposium on Broadcasting and Communications）、2001年の ISCIT

（International Symposium on Communications and Information Technology）開催にかかわって

おり、国内外機関とのネットワーク拡大に有効であった。 

 

(6) 成果５ 

ReCCIT事務局は、委員会の開催、研究活動進捗のモニタリング、年次報告・ニュースレ

ターの発行といった日常業務を管理している。上記の国際会議の開催といった管理能力も

獲得している。 

 

(7) 成果６ 

研究室によっては、タイ研究基金（Thai Research Fund）やNECTEC（National Electronics 

and Computer Technology Center）といった資金提供機関から研究助成金を得ていたり、申

請を計画している。ただし、そのような機関からの資金額には上限があり、必要でも高額

な機材の購入には十分でないこともある。 

産業界からの委託研究は、まだ事例が少ないが、日本のエレクトロニクス企業とのデジ

タルテレビ研究のように、産業界からの資金獲得に成功している研究室もある。 

 

３－３－３ 効率性 

(1) 日本人専門家 

長期専門家は、研究室を指導する役割を担う日本人教授・研究者が１年以上職場を離れ

るのが困難であったことから、当初の計画(計５名)どおり派遣できなかった。研究室指導

担当を３名派遣という当初計画に対して、１名もしくは２名の専門家で14研究室を指導す

る必要があったため、専門家の貢献の程度に影響を与えたかもしれない。このような困難
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に対処するため、短期専門家の数が当初の計画より増やされ、長期専門家の役割を補完し

た（ミニッツのANNEX５.１を参照）。 

各研究室には日本人教授が割り当てられ、定期的に短期専門家として派遣されるととも

に、タイ側教員をカウンターパート研修により受け入れた。このような措置は、研究指導

の一貫性を保つために有効であった。 

 

(2) カウンターパート 

カウンターパートは各研究室に配置され、その数は89人程度に達する。カウンターパー

トのプロジェクトへの献身が、成果達成に貢献したのは間違いないであろう。ただし既に

述べたように、プロジェクトへのコミットメントの難しさが、研究以外の仕事量の多いカ

ウンターパートの間にみられた。 

 

(3) カウンターパート研修 

これまで40名のカウンターパートが日本研修に派遣された（ミニッツのANNEX５.２を

参照）。カウンターパートを短期専門家の研究室に派遣することによって、研究指導の一

貫性を保ち、効率的であった。これは、プロジェクト開始前に、日本人の指導教授とReCCIT

研究室の組み合わせを事前に議論して決めていたことで可能となった。 

 

(4) 機材供与 

評価グリッド「2.有効性」の成果２の部分で既に説明されているように、研究室リーダ

ーとの議論により事前調査段階で機材調達計画が策定されており、機材の多くが、プロジ

ェクトの最初の３年以内に調達された。このような努力にもかかわらず、調達時間がかか

ったため、予定どおり機材を使用できないケースもあった。 

 

(5) 研究活動への財政支援 

評価グリッド「2.有効性」の成果１の達成度に示されているように、プロジェクト開始

以来、学会発表数が劇的に増加した。カウンターパート教員への学会参加予算支援は、研

究実施、論文作成へのモチベーションを高めるのに有効であった。 

 

(6) KMITL・首相府技術経済協力局（DTEC）負担のローカル費用 

KMITLは、ReCCIT及び関連研究室、事務局への予算を配布している。さらに、ReCCIT

のために施設を提供し、この修繕費用も確保している。DTECは、日本人長期専門家経費

の一部を措置している。 
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３－３－４ インパクト 

プロジェクトのこれまでの主要なインパクトは、研究能力の強化と大学院研究プログラムの

向上であり、その達成度は既に説明されている。 

研究室教員やReCCITで研究した卒業生が、他の大学学部でカリキュラムやシラバスの作成に

寄与した例もある。研究能力の強化によって、このような貢献が可能になったといえる。 

さらに、プロジェクト成果の１つとみなされているが、他機関との協力拡大は、プロジェク

トの波及効果とみることもでき（評価グリッド「2.有効性」の成果４を参照）、先端分野での研

究に関する正の効果が期待される。 

 

３－３－５ 自立発展性 

(1) 技術面 

教員や研究室によって達成度の差はあるが、専門家派遣、学会参加支援予算、カウンタ

ーパート研修等の投入の組み合わせを通じて、研究室教員は先進的な研究を行う能力を獲

得している。 

研究室の多くが、日本人教授・研究室と結びつきを強めており、この関係が維持できれ

ば、タイ側の研究能力の一層の強化に寄与することができる。 

さらに、タイの大学や他の機関との関係を強化している研究室がいくつかあり、研究能

力向上のため、相互に補完することが可能である。 

 

(2) 組織面 

ReCCITは、（成果４で触れているように）日常業務や国際シンポジウムのようなイベン

ト開催を管理する能力を獲得している。 

タイでは国立大学の独立法人化が進められており、KMITLも移行準備作業中である。独

立法人化によって大学は、幅広い裁量が与えられるとともに、業績評価も求められている

ことから、今後ReCCITとその研究活動にも大きな影響を及ぼすものと思われる。独立法人

化が組織面でReCCITにいかなる影響を与えるかは現状では不明確であるが、研究活動に関

していえば、業績評価やインセンティブの付与などによって、より活性化、強化される方

向に動くものと考えられる。 

 

(3) 財政面 

成果６で触れたように、大学からの配賦予算に加え、研究助成団体等から研究資金の提

供を受けている、あるいは申請予定の研究室がいくつかみられる。他方、産業界から委託

研究を受けている事例はいまだ少数にとどまっている。これは金融危機後、タイの電子情
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報通信産業が低調になったことも影響している。 

KMITLからの予算は維持されると思われるが、独立法人化は、ReCCITの財務面に影響を

与える可能性がある。 
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第４章 総 括 
 

４－１ 結 論 

本終了時評価調査の結果、本プロジェクトは、PDMEに設定された指標をおおむね達成しており、

プロジェクト期間終了までにプロジェクト目標を達成できると判断された。 

ただし、タイ側からは限定的ではあるものの継続的な技術支援の要請があった。 

その詳細は４－２に記載した。 

 

４－２ プロジェクト終了後の協力要請 

KMITLは、ReCCITにおいて組織的に研究機能を高めるような適切な措置を大学の独立法人化の

なかで実現しようとしている。独立法人化されれば、大学は組織的にも人的にも運営上の自由裁

量が拡大され、実績評価が問われることとなる。このような機会を利用してReCCITを組織的に位

置づけていきたいというのが学長の意向であるが、KMITLの独立法人化スケジュールは遅れてお

り、実施は2003年になる見込みである。 

KMITLの独立法人化の遅れ等により、更に高度な研究の実施に向けた研究能力と、ReCCITの運

営能力の習得に遅れがみられるため、プロジェクト終了後の専門家派遣・カウンターパート研修

等を含む限定的なフォローアップ協力の要請がKMITLより提示された。調査団からは、要請につ

いては持ち帰り検討する旨説明した。 

またプラキット学長より、KMITLをタイのIT研究拠点とする構想の紹介と、これに対するJICA

の協力可能性につき言及があった。調査団からは、後者についてはJICAがこれまで協力してきた

ReCCITとの関係をまずは明確にしてほしいこと、前者については予算が極めて逼迫しているなか

で、本評価結果をも踏まえ、具体的な内容、範囲、目標を明確にしていく必要がある旨回答した。 

 

４－３ 提 言 

(1) インセンティブ制度導入可能性の検討 

ReCCITは、学会誌論文発表、学会発表といった成果に対するインセンティブ制度導入の可

能性を検討する必要がある。この提言は、同制度が先端研究実施へのモチベーションを高め

るために有効であり、独立法人化政策が認識する方向性とも合致すると考えられる。 

 

(2) 先端研究促進への環境づくり 

ReCCITは、研究室業務と他の業務時間の配分のバランスをとることによって、研究室教員

が自分自身の研究や学生の指導に時間を充てられるような環境づくりを検討すべきである。

そのためには、工学部や情報技術部との徹底的な議論・調整と財源等の要素を検討すること
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が必要である。 

 

(3) 工業所有権管理システムの確立 

中間評価で提言しているように、ReCCITは、プロジェクト実施中に認可される可能性のあ

る工業所有権の適切な管理システムをつくる必要がある。 

 

(4) ReCCITの組織的基礎の強化 

KMITLと密接に協議し、かつ独立法人移行の政策下、ReCCITは、その組織的基礎を強化し、

情報通信技術の分野で引き続き先端研究を続けられるように、あらゆる努力をする必要があ

る。 

 

(5) 他機関とのネットワーク強化 

知識・技術の向上やリソースへのアクセス向上の面で、相互補完的もしくは相乗効果が見

込める場合は、研究室は他機関とのネットワークを強化するよう努力すべきである。 

 

４－４ 教 訓 

プロジェクトは、日本人長期専門家のリクルートや機材調達の実現可能性を念入りに検討すべ

きであった。計画どおりの長期専門家リクルートや機材調達には困難もあり、プロジェクトへの

貢献に影響を与えた。より注意深い検討によって、このようなリスクを減らすことができるもの

と考えられる。さらに、PDMは定期的に見直し、計画上の活動と実際の活動の乖離をなくすよう

にすべきである。 
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